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1．背景 

現在、世界が直面している地球環境問題の 1 つ

として、地球温暖化問題が深刻化してきている。

原因は主に温室効果ガスとされており、その中で

も特に CO2(二酸化炭素)の影響が大きいと言われ

ている。 そこで近年では、CO2排出削減への取り

組みとして、カーボンフットプリント(CO2排出量

の可視化)や、カーボンオフセット(CO2 排出量の

相殺)が実用化に向けて検討されつつある。 

特にカーボンオフセットはCO2排出量の排出権

として、国や企業などにおいて取引をされている

が、個人レベルでは行われていない。それは、個

人の排出権取引のシステムが確立していないこと

や、排出権取引には複雑な手続きが必要なためだ

と考えられる。 

そこで本研究では、Web サービスを用いた環境

情報可視化システムを提案すると共に、個人レベ

ルにおける消費者向けのカーボンオフセットシス

テムを提案する。 

 

2．関連研究 

2.1 IC タグ･バーコードを利用したカーボンオ 

フセットシステム 

国立情報学研究所が行った実証研究として、IC

タグ･バーコードを利用したカーボオフセットシ

ステム[2][3]がある。その研究のシステム概要を図 1

に示す。 
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このシステムでは、排出権を表すシール(排出権

取引シール)を商品に貼り付け、用いることにより

排出権取引を行う。消費者は、貼られている排出

権取引シールを剥がして販売店に返却。その際、

排出権の寄付先の選択をし、権利を譲渡する。 販

売店は消費者が選んだ寄付先への排出権移転を事

務局に要求し、事務局は要求に従って排出権を移 

転させ、カーボンオフセットが成立する。 

 

図 1 既存研究のシステム概要 

 

2.2 既存研究における課題 

排出権取引シールのみを剥がされてしまった場

合、本当に排出権付きの商品が購入されたかどう

かを検証できないことや、商品 1 つ 1 つに排出権

取引シールを貼り、それらを回収する際に確認を

行う為の人手による窓口が必要となり、人員を割

かなければならない事や、消費者が剥がした排出

権取引シールを販売店に返却しなければいけない

など、企業・消費者共に手間がかかることが課題

としてあげられる。  

 

3. 提案 

そこで本研究では、決済と連動することにより、

盗難などのセキュリティ面の問題に対応が可能と

し、また、手続きを自動化することによりランニ
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ングコストを低減することができる、決済と連動

したカーボンオフセットシステムを提案する。本

提案システムの概要を図 2 に示す。 

 まず、消費者が商品を購入した際、カーボンオ

フセット用の登録コードが印刷されたレシートが

発行される。この時、印刷されたバーコードには

署名がつけられている。消費者が会員サイトにア

クセスし、オフセット業者を選択して排出権を譲

渡する際、共有サイト(レシート番号重複発行防止

システム)とオフセット業者に署名付きのレシー

ト情報が送信される。選択されたオフセット業者

は送信された署名と、共有サイトの情報を照合し、

レシートが重複して使われていないことや、なり

すましや情報改竄がないことを確認し、カーボン

オフセットを成立させる。 

 

3.1 提案システムの特徴 

本研究では、既存研究で対応が難しかった盗難

やなりすましに対し、重複発行防止システムや署

名を用いることにより、なりすましや情報改竄を

防ぐことができる。 

 

3.2 レシート番号重複発行防止システム 

インコム社が開発した技術として POS アクティ

ベーションシステムがある。このシステムは、POS

レジで売り上げが発生した時に初めて利用可能な

「価値ある状態」にする処理をすることができる。

代表的な例として、iTunes カードや、ニンテンド

ープリペイドカードがある。 このシステムを利用

することにより、レシートが重複して使われるこ

とを防ぐことができると考えられる。そこで、本

研究ではこの概念をレシートの重複登録防止に応

用するものとする。 

 

3.3 署名 

文書の正当性を保証するためにつけられる署名

情報で、紙文書における印鑑やサインの役割を果

たすものである。 主に、本人確認や偽造・改竄防

止のために用いられている。 この署名を 2 次元バ

ーコードに用いることにより、なりすまし･情報改

竄を防ぐものとする。 

 

3.4 2 次元バーコード(QR コード等) 

1 次元バーコードに比べ、圧倒的な情報量を格

納でき、1 次元バーコードのように、情報をネッ

トワークにつないで取りに行く必要がない。また、

その容量の大きさから、署名をつけることができ

る。 

 

図 2 提案システムの概要 

 

4．まとめ 

本研究では、決済と連動したカーボンオフセッ

トシステムの提案を行った。 

このことにより、企業や消費者のランニングコス

トの低減や、盗難、なりすまし、情報改竄などの

セキュリティ面での対応が可能になり、消費者向

けのカーボンオフセットシステムを提案できると

考えられる。 
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